
 

 

 

原の森」、ミズバショウ、ニッコウキスゲ等が咲き誇る湿原や、ブナ、カツラ等が林立する原生林など特徴ある

異なった植生が残る「天生県立自然公園と三湿原回廊」（いずれも『岐阜の宝もの』に認定）など「清流の国ぎ

ふ」の自然の魅力にあふれた資源が目白押しである。 

 こうした自然観光資源を訪れ、飛騨高山や白川郷などの既存観光資源と併せて楽しんでいただくこと

で、県内各地の周遊性の向上及び観光消費額の拡大につなげるための取組みを進めている。 

 令和元年度は、引き続き『岐阜の宝もの』や中部山岳国立公園などの飛騨の自然観光資源を中心に、

旅行商品の造成やアウトドアメーカーと連携したプロモーション、さらなる魅力向上のための案内

ガイドスキルアップ研修等を行った。 

 (4) 「山の日」シンポジウムの開催＜環境企画課＞ 

 平成28年から新たに国民の祝日となった「山の日」の意識醸成と「清流の国ぎふ」の源となる郷土の山々の

もつ様々な価値や魅力を県民に発信し、豊かな自然環境を次世代へ継承するため「山の日」シンポジウムを開

催している。 

 令和元年には、揖斐川町で開催し、約400名が参加した。 

 (5) ＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキングの推進＜環境企画課＞ 

 温泉を拠点に「食」「自然」「文化・歴史」などの地域資源を活かした地域活性化や誘客につなげる取組みで

あるＯＮＳＥＮ・ガストロノミーウォーキングの県内普及を図るため、県内で開催した実績を持つ団体を講師

として、市町村担当者や観光関係者に対して事例紹介などを行う研修会を開催した。 

 また、イベントの開催に係るＰＲ経費及び歩道や案内看板などの環境整備に係る経費を対象とした補助金を

新たに創設し、令和元年度は２団体に対して交付を行った。 

 

 第４節 環境に配慮した社会基盤の整備  

１ 環境影響評価制度の運用＜環境管理課＞ 

 ア 環境影響評価条例 

 無秩序な開発などにより自然環境の破壊や公害が発生するとその対策に多くの年月と多額の費用を要するば

かりでなく、原状まで回復することが困難となる場合もある。 

 そこで、大規模な開発事業を行う場合には、自然環境の破壊や公害の発生を未然に防止し、開発と環境との

調和を図ることが極めて重要となるため、その手段として環境影響評価（環境アセスメント）制度が設けられ

ている。 

 環境影響評価制度は、開発事業等を行う事業者が、その事業の実施にあたり、あらかじめその事業に係る環

境への影響について自ら適正に調査、予測及び評価を行い、その結果に基づきその事業に係る環境の保全につ

いて適正に配慮するよう導くものである。 

 平成９年６月には、その成立が長年の懸案であった「環境影響評価法」（以下「法」という。）が公布され、

平成11年６月12日から施行された。この法の特徴としては、それまでの国の要綱等で運用されていた制度より

早い段階で事業者が事業に関する情報を住民等に提供し、事業者の環境情報の形成に住民等が参加できる仕組

みとするとともに、評価の項目を「環境基本法」で対象とする環境領域全般に拡大し、また、実行可能な範囲

内で環境への影響をできる限り低減する考え方を導入したことである。 

 本県においては、平成５年８月に「ゴルフ場及び大規模レクリエーション施設開発事業に関する環境影響評

価要綱」、平成６年５月に「岐阜県環境影響評価要綱」を制定し、環境影響評価を漸次実施してきたが、総合的

かつ統一的な環境影響評価制度とするため、平成７年３月に「岐阜県環境影響評価条例」（以下「条例」という。）

を制定、平成８年４月１日から施行した。その後、条例は法施行に伴い、その手続をより充実したものとする

ため、平成11年３月に一部改正し、平成11年６月12日から施行した。さらに、平成23年４月の法改正に伴い、

法と条例との手続の整合を図る必要があること、平成11年の改正から10年以上が経過し、その間に行政手続へ

の住民参画の推進等、行政手続を巡る状況が変化してきていることを踏まえ、平成24年12月に条例を一部改正

し、平成25年４月１日に施行した。また、土地開発事業における要件の見直しのため、平成27年８月に「岐阜

県環境影響評価条例施行規則」の一部改正を行い、同年９月１日に施行した。 

 「岐阜県環境影響評価条例」に基づく対象事業は、①土地開発事業、②道路の建設、③ダム又は放水路の建

設、④堰の建設、⑤鉄道又は軌道の建設、⑥飛行場の建設、⑦廃棄物最終処分場の建設、⑧廃棄物処理施設の

建設、⑨工場又は事業場の建設、⑩電気工作物の建設、⑪高層工作物又は高層建築物の建設の11種である。 

 対象事業については、資料６のとおりである。 

 また、調査・予測・評価を行うべき環境項目は、①大気質、②水質・底質・地下水、③土壌、④騒音、⑤振
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動、⑥地盤沈下、⑦悪臭、⑧廃棄物、⑨温室効果ガス、⑩電波障害、⑪日照阻害、⑫地形・地質、⑬動物、⑭

植物、⑮生態系、⑯触れ合い活動の場、⑰文化財、⑱景観の18項目である。 

 手続の概要は、資料７に示す。 

 なお、最近の環境影響評価の実施状況については、資料８のとおりである。 

 イ 岐阜県地域環境保全指針 

  (ｱ) 趣 旨 

 開発を行う場合は環境への影響を少なくするだけでなく、環境への配慮を行うことが求められるため、県は

開発事業者が自主的に環境保全対策を実施し、開発時における雨水の地下浸透や自然エネルギーの利用等、環

境にプラス効果となる対策を講じることによって、より快適な環境を創出することを目的とした「岐阜県地域

環境保全指針」を策定し、平成６年５月から施行した。 

 この指針は、大規模な開発事業を対象として行われる環境影響評価とは異なり、比較的小規模な開発事業か

ら、環境保全及び環境配慮が行われることを念頭に置いている。 

  (ｲ) 内 容 

 この指針は、環境配慮の手順と環境配慮事項を定めた開発事業を行う際のガイドラインである。 

①対象事業 

 県 事 業 … 開発面積５ha以上、道路・河川延長５km以上、ダムの湛水面積50ha以上の開発事業 

 民間事業 … 開発面積５ha以上の開発事業 

②環境配慮事項 

 開発事業者が、開発にあたり実施すべき環境配慮の内容について、総括的、環境要素別、事業別、地域別に

環境配慮事項を定めている。 

 

２ 自然環境保全協定の締結＜環境企画課＞ 

 開発行為者が、一定規模以上の開発行為をしようとする場合には、「岐阜県自然環境保全条例」第36条により

知事とあらかじめ自然環境保全協定を締結することとしている。 

 協定には、県土の自然環境の破壊を防止するために自然の改変を最少限度にとどめること、植生の回復を図

ること及びその他自然環境の保全に必要な措置をとることなどを盛り込み、良好な自然の確保に努めている。 
 
表２－４－13 自然環境保全協定の締結状況 

年度 ゴルフ場 住宅等 ダム等 レジャー施設 土石の採取 車道 その他 計 

H28 ０ ０ ０ ０ １ ０ ７ ８ 

H29 ０ ０ ０ ０ １ ０ ５ ６ 

H30 ０ １ ０ ０ １ ０ ６ ８ 

R元 ０ ０ ０ ０ ２ ０ ５ ７ 

 備考）県環境企画課調べ 
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